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１．はじめに 

「防災気象情報の伝え方に関する検討会」（以下「本検討会」という。）では、

平成30年７月豪雨において防災気象情報が必ずしも住民の避難行動につながっ

ていなかったという指摘等を踏まえ、防災気象情報の伝え方について課題を整

理し、その解決に向けた改善策を平成 31 年 3 月にとりまとめた。これを受け、

気象庁においては、関係機関と連携し、市町村や住民の防災気象情報等に対する

一層の理解促進のため、市町村等への「気象庁防災対応支援チーム（ＪＥＴＴ）」

の派遣や「あなたの町の予報官」の配置、報道機関・気象キャスター、大規模氾

濫減災協議会等と連携した普及啓発・訓練の推進等に各地で一層取り組むとと

もに、防災気象情報をより使いやすくするため、今いる地域の危険度の今後の推

移の見通しを把握することに適している危険度分布の高解像度化や希望者向け

通知サービス等の取組を令和元年度に行ったところである。 

また、中央防災会議・防災対策実行会議の下に設けられた「平成 30 年７月豪

雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ」において平成

30 年 12 月にとりまとめられた報告書や、平成 31 年 3 月に改定された「避難勧

告等に関するガイドライン」（内閣府（防災担当））において、住民は「自らの

命は自らが守る」意識を持ち、自らの判断で避難行動をとること、行政はそれを

全力で支援すること、等の方針が示された。これらを踏まえ、令和元年出水期か

ら住民がとるべき行動を5段階に分類し避難勧告等と関連付けた「警戒レベル」

が導入され、避難行動をとる住民一人ひとりが理解しやすいよう、防災気象情報

を発表する際に、どの警戒レベルに相当するか分かるように提供しているとこ

ろである（以上、参考資料２参照）。 

これらの取組については、危険度分布の認知率が上昇するなど着実に成果を

上げつつあるものの、今後のさらなる改善に向けて定期的なフォローアップが

必要である。 

また、令和元年出水期においては令和元年房総半島台風（台風第 15 号）や令

和元年東日本台風（台風第 19 号）等により、相次いで甚大な気象災害が発生し、

防災気象情報の伝え方について新たに様々な課題が明らかになったところであ

る。 

これらを踏まえ、本検討会においては、昨年度に引き続いて、防災気象情報に

おける避難判断への利活用状況の確認・検証を行ったうえで、防災気象情報の伝

え方について課題を整理し、その解決に向けた今後の改善策について、以下のと

おりとりまとめた。 
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２．課題整理 

本検討会では東日本台風や房総半島台風等における防災気象情報と避難等と

の連携状況等の検証結果や、昨年度とりまとめた報告書に示した改善案の進捗

状況の確認結果を踏まえ、避難等の防災行動に役立てていくための防災気象情

報の伝え方についての課題を以下のとおり整理した。 

 

課題１ 「大雨特別警報」解除後の洪水への注意喚起 

・大河川では、降雨が河川に流出するまでに時間がかかるため、東日本台風に

おいても、利根川等の大河川では、大雨特別警報が解除された後に下流部で

最高水位に到達し、その後氾濫が発生した事例もあった。大雨特別警報の解

除にあたり、解除後も引き続き大河川の洪水に対する警戒が必要であるこ

とへの注意喚起が十分でなく、解除が安心情報と誤解された可能性があっ

た。 

・特別警報を「解除」と表現したことから、警報が継続していることが伝わら

なかった可能性。 

（参考資料１ Ｐ２） 

 

課題２ 過去事例の引用 

・「狩野川台風」を引用して記録的な大雨への警戒を呼びかけたが、強い危機

感が伝わっていない地域もあった。 

（参考資料１ Ｐ３） 

 

課題３ 特別警報に関する課題 

・何らかの災害がすでに発生しているという、警戒レベル５相当の状況に一層

適合させるよう、大雨特別警報の発表基準や表現の改善が必要。 

（参考資料１ Ｐ４） 

 

課題４ 「危険度分布」に関する課題 

・「危険度分布」の認知や理解が依然として不十分。 

・災害危険度の高まりについて、長時間の予測を提供できていない。 

・河川の増水により下流の支川において本川からの逆流による氾濫が発生し

たが、雨が降り終わった後であったため「危険度分布」で本川の増水に起因

する支川の氾濫や下水道の内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度を適切に

表現できていなかった。 

（参考資料１ Ｐ４） 
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課題５ その他の課題 

・暴風災害に対する強い危機感が、自治体や住民に対して十分に伝わっていな

かった。 

・暴風域は小さいが最大風速の大きい台風についての危機感の伝え方に改善

の余地がある。 

・当初の予想に反して雨量等が大きくなってきたことの危機感が十分に伝わ

っていなかった。 

・記録的短時間大雨情報を警戒レベルに適合させる改善策についても検討す

べき。 

・高潮災害からの避難は、潮位が上昇する前に暴風で避難できなくなるため、

暴風警報も考慮した判断が必要とされ、現行の高潮警報のみでは判断でき

ない。 

・メディアや気象キャスター等との連携を各地で推進すべき。 

（参考資料１ Ｐ４） 
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３．改善策と推進すべき取組 

前項で示す課題の解決に向け、本検討会において対応策の検討を行った。 

なお、検討にあたっては、中央防災会議の下のワーキンググループや、国土交

通省水管理・国土保全局と気象庁による「河川・気象情報の改善に関する検証チ

ーム」等の検討状況も踏まえ、改善策をとりまとめた。 

改善策と推進すべき取組の具体については以下のとおり。 

 

（１）大雨特別警報解除後の洪水への注意喚起 

大河川では、降雨が河川に流出するまでに時間がかかるため東日本台風にお

いても、利根川などの大河川では、大雨特別警報が解除された後に下流部で最高

水位に到達し、その後氾濫が発生した事例もあった。大雨特別警報の解除にあた

り、解除後も引き続き大河川の洪水に対する警戒が必要であることへの注意喚

起が十分でなかった。このため、大雨特別警報解除後の洪水への注意喚起が適確

に行われるよう、以下の取組を推進すべきである。 

 大雨特別警報解除後の洪水への警戒を促すため、特別警報の解除を警報

への切替と表現するとともに、警報への切替に合わせて、最高水位の見込

みや最高水位となる時間帯などの今後の洪水の見込みを発表。 

（参考資料１ Ｐ７） 

 警報への切替に先立って、本省庁の合同記者会見等を開催することで、メ

ディア等を通じた住民への適切な注意喚起を図るとともに、SNS や気象情

報、ホットライン・JETT による解説等、あらゆる手段で注意喚起を実施。 

（参考資料１ Ｐ７） 

 「引き続き、避難が必要とされる警戒レベル４相当が継続。なお、特別警

報は警報に切り替え」と伝えるなど、どの警戒レベルに相当する状況か分

かりやすく解説。 

（参考資料１ Ｐ７） 

 中長期的には、大雨特別警報の解除に関し、防災気象情報全体を俯瞰した

観点からの改善策についても検討。 

 

（２）過去事例の引用 

東日本台風においては、台風上陸前日に「狩野川台風」を引用して記録的な大

雨への警戒を呼びかけた。これにより報道機関等においても厳重な警戒が必要

との呼びかけが行われたり、自治体等防災関係機関においても体制の強化など

が行われたりしたが、地域によってはその強い危機感が伝わっていない事例も

見られた。これらを改善するため、以下の取組を推進すべきである。 

 過去事例の引用は気象台が持つ危機感を伝える手段として一定の効果が

あることから、顕著な被害が想定されるときには必要に応じて臨機に運

用。 
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（参考資料１ Ｐ９～１０） 

 特定の地域のみで災害が起こるかのような印象を与えないよう、災害危

険度が高まる地域を示す等、地域に応じた詳細かつ分かりやすい解説を

併せて実施。 

（参考資料１ Ｐ９～１０） 

 過去事例を引用した本庁記者会見等の中で、住民等が地元に特化した情

報を取得するよう呼びかけるとともに、住民等により危機感が伝わるよ

う地元気象台等における地域に応じた詳細かつ分かりやすい解説を強化。 

（参考資料１ Ｐ１１） 

 

（３）特別警報の改善 

特別警報については、昨年度本検討会でとりまとめた報告書において、「災害

発生との結びつきが強い危険度分布等の新たな技術を活用し、大雨特別警報発

表の精度向上を図る」としたところである。これを受けて、気象庁においては令

和元年 10 月から伊豆諸島北部（東京都）において、危険度分布の技術を用いた

大雨特別警報の新たな基準値の運用を開始したが、その他の地域においてはま

だ検討中である。また、令和元年出水期から「警戒レベル」の運用が開始された

が、何らかの災害がすでに発生しているという、警戒レベル５相当の状況に一層

適合させるよう、大雨特別警報の改善が必要であり、またこの改善に伴い、大雨

特別警報が発表される気象現象の回数は増加するが、発表対象となる範囲は絞

り込まれることについてしっかりと説明していく事が重要である。これらに対

応するため、以下の取組を推進すべきである。 

 何らかの災害がすでに発生しているという警戒レベル５相当の状況に一

層適合させるよう、災害発生との結びつきが強い「指数」を用いて大雨特

別警報の新たな基準値を設定し、大雨特別警報の精度を改善する取組を

推進。 

（参考資料１ Ｐ１３） 

 大雨特別警報の予告や発表の際、特別警報を待ってから最善を尽くせば

助かるかのような印象を回避するため、特別警報を待ってから避難する

のでは命に関わる事態になるという「手遅れ感」が確実に伝わる表現に改

善するとともに、大雨特別警報の位置づけと役割について、継続的に周知

を実施。 

（参考資料１ Ｐ１４～１５） 

 大雨特別警報のうち、台風等を要因とするもの（台風等の中心気圧や最大

風速の発表基準によるもの）は廃止し、何らかの災害がすでに発生してい

る可能性が極めて高い（警戒レベル 5 相当の）雨を要因とするものに統

一。なお、伊勢湾台風級の台風が上陸するおそれがある場合には、早い段

階から記者会見等を開催するとともに、24 時間程度前に開催する記者会
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見において、台風の接近時の暴風や大雨等による災害に対して極めて厳

重な警戒が必要であることを呼びかけ。 

（参考資料１ Ｐ１６） 

 

（４）「危険度分布」の改善 

「危険度分布」については、令和元年の各大雨事例においても多方面で活用さ

れつつあったが、その認知度や理解度、市町村における活用状況は依然として不

十分な状況である。また、災害危険度の高まりについて、長時間の予測は現在提

供されていない。このほか、河川の増水により下流の支川において本川からの逆

流による氾濫が発生したが、雨が降り終わった後であったため、「危険度分布」

で本川の増水に起因する支川の氾濫や下水道の内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の

危険度を適切に表現できていなかった事例もあった。これらを改善するため、以

下の取組を推進すべきである。 

 「危険度分布」の適中率向上を目指し、関係機関と連携して災害発生に関

する信頼できるデータを蓄積し、警報等の対象災害を精査すること等に

より、「危険度分布」の基準の見直しを実施し、避難勧告の発令基準等へ

の「危険度分布」のさらなる活用を促進。 

（参考資料１ Ｐ１８） 

 地域特性を踏まえた避難勧告等の発令判断を支援するため、平時からの

「あなたの町の予報官」による解説や気象防災データベースの活用等、

「危険度分布」等の防災気象情報をより活用していただくための取組を

強化。 

（参考資料１ Ｐ１８） 

 「危険度分布」を住民自ら避難の判断に利活用できるよう、「危険度分布」

の認知度・理解度を上げるための広報をさらに強化。 

（参考資料１ Ｐ１９） 

 住民の自主的な避難の判断によりつながるよう、「危険度分布」の通知サ

ービスについて、市町村の避難勧告の発令単位等に合わせて市町村をい

くつかに細分した通知の提供に向けて検討。 

（参考資料１ Ｐ２０） 

 台風による大雨など可能な現象については、より長時間のリードタイム

を確保した警戒の呼びかけを行うため、1 日先までの雨量予測を用いた

「危険度分布」や「流域雨量指数の予測値」の技術開発を進めるとともに、

アンサンブル予報の技術の活用についても検討。また、予測精度を検証し

た上で、精度も考慮した呼びかけ方や表示方法の具体について検討。 

（参考資料１ Ｐ２１～２２） 
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 「危険度分布」において「本川の増水に起因する支川の氾濫や下水道の内

水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度」も確認できるよう、本川流路の周

辺にハッチをかけて危険度を表示するよう改善。 

（参考資料１ Ｐ２３～２４） 

 降雨の有無にかかわらず、本川の流域雨量指数が一定の値に到達した場

合には、支川氾濫の危険度の高まりについて自治体への連絡等を実施す

るよう改善。 

（参考資料１ Ｐ２４） 

 

（５）その他の改善 

房総半島台風においては、暴風災害に対する強い危機感が、自治体や住民に対

して十分に伝わっていなかったとの指摘があった。また、令和元年 10 月 24 日

～26 日にかけての千葉県等の大雨事例においては、当初の予想に反して雨量等

が大きくなってきたことの危機感が十分に伝わっていなかったとの指摘があっ

た。これら、「２．課題整理」の課題５に挙げたような課題について、以下の取

組を推進すべきである。なお、取組推進にあたっては、具体的な改善点について

明確な周知が必要であることにも留意すべきである。 

 暴風災害に対する強い危機感が確実に伝わるよう、暴風により起こりう

る被害を分かりやすく解説するとともに、暴風時に取るべき行動も併せ

て解説。 

（参考資料１ Ｐ２６） 

 暴風特別警報について、一律に「伊勢湾台風」級の台風等が来襲する場合

に発表しているものを、地域毎に発表基準を定めることができないか検

討。 

（参考資料１ Ｐ２６） 

 台風に発達すると予想される熱帯低気圧の段階から、5 日間先までの台風

進路・強度予報を提供するよう改善。 

（参考資料１ Ｐ２７） 

 引き続き、予報精度の向上に努めるとともに、気象情報等で、直前の予報

や発表情報からの重要な変更が生じた場合には、その旨確実に強調して

解説するよう改善。 

（参考資料１ Ｐ２８） 

 記録的短時間大雨情報を、例えば、当該市町村が警戒レベル４相当の状況

となっている場合にのみ発表することで、避難行動が必要な状況下で災

害発生の危険度が急激に上昇し、真に深刻な状況になっていることを適

切に伝えることができるよう改善。 

（参考資料１ Ｐ２９） 
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 自治体や住民が高潮警報のみで避難が必要とされる警戒レベル４に相当

しているかを判断できるよう、暴風警報発表中の「高潮警報に切り替える

可能性が高い注意報」は高潮警報として発表するよう改善。 

（参考資料１ Ｐ３０） 

 気象キャスター等が、水害・土砂災害の情報や河川の特徴等、気象情報だ

けでなく災害情報についても発信できるよう、河川・砂防部局等と協力し、

気象キャスターや報道機関、ネットメディア等との意見交換や勉強会等

の実施を通じた連携を各地で推進。 

（参考資料１ Ｐ３１） 
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４．今後に向けて 

気象庁においては、地域における防災対策を支援するための取組を充実・強化

していくため、令和元年度から「あなたの町の予報官」や「気象庁防災対応支援

チーム（ＪＥＴＴ）」をはじめとした体制の強化に着手したところである。その

一方で、平成 30 年 7 月豪雨、令和元年東日本台風と、2 年続けて 10 県以上に大

雨特別警報を発表するような記録的大雨により土砂災害や浸水害をはじめ広域

かつ甚大な災害が各地で発生した。IPCC（Intergovernmental Panel on Climate 

Change：気候変動に関する政府間パネル）の報告書においても、地球温暖化に伴

う気候変動により、極端な降水がより強く、より頻繁となる可能性が非常に高い

と示されていることも踏まえると、このような記録的な大雨はいつ起きてもお

かしくなく、地域防災リーダーや気象防災アドバイザー等との連携による地域

防災支援の強化の取組は今後ますます重要性を増すことから、本検討会におい

ては２年に亘ってこれらの事例を教訓とした課題について議論し、昨年３月の

報告書に加えて、前項に掲げた対応策をまとめたところである。 

また「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府（防災担当））に示された

『住民は「自らの命は自らが守る」意識を持ち、自らの判断で避難行動をとる』

という方針に基づき、今出水期から導入された警戒レベルをより確実に根付か

せるため、報道機関等にも協力を求めた上で自治体や関係省庁とも連携した平

時からの広報・普及啓発活動が重要である。 

これらの点に配慮しつつ、引き続き気象庁には、河川や砂防等の関係部局との

緊密な連携のもと、本報告書及び昨年度とりまとめた報告書の取組をより強力

に推進していくことを期待する。 

 

なお、本報告書においては東日本台風等により発生した災害への対応を受け、

速やかに取り組むべき改善策を中心にとりまとめたが、防災気象情報が５段階

の警戒レベルのうちどのレベルに相当するかより分かりやすい形になるよう、

情報内容を見直したり、より長時間のリードタイムを確保した警戒の呼びかけ

を行うための技術開発を進めたりするなど、住民の避難行動により資するため

の中長期的な改善が必要な課題もあり、これらの検討にも速やかに着手すべき

であることに留意して、今後の取組を進めていただきたい。 
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防災気象情報の伝え方の改善策と
推進すべき取組

参考資料１
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課題１ 「大雨特別警報」解除後の洪水への注意喚起

 大雨特別警報の解除が安心情報と誤解された可能性。

 大雨特別警報が解除された後の大河川の洪水に対する警戒の伝え方が十分でなかった。

 特別警報を「解除」と表現したことから、警報が継続していることが伝わらなかった可能性。

18.7%

17.7%

20.3%

30.0%

3.0%
10.3% 解除されたことを知ったが、引き続き危険な状況が継続すると考え、しばらく避難先で待機した

解除されたこととは関係なく、しばらく避難先で待機した

警報が解除されたこととは関係なく、雨が止んだので避難先から戻った

解除されたことを知ったので、安全な状況になったと考え、避難先から戻った

自分が住んでいる市町村には、大雨特別警報は発表されなかった

あてはまるものはない

３割※が「大雨特別警報が解除されたことを知ったので、
安全な状況になったと考え、避難先から戻った」と回答。
※ただし、洪水危険度が上昇中の地域であったかどうかは精査中。

気象庁 「住民向けアンケート調査」

台風第19号では、大雨が弱まって「大雨特別警報」が解除された時間帯
にどういう行動をとりましたか

※ 台風第19号等を受けたアンケート調査
実施期間：令和元年12月20日～25日
調査対象：大きな被害のあった7県（長野県、福島県、宮城県、静岡県、千葉県、神奈川県、茨城県）の住民（各県300名ずつ）
調査方法：Web

※ 「台風第19号等を受けたアンケート調査（Web)」結果より集計。
（回答数は2100のうち東日本台風（台風第19号）時に何らかの避難行動を実際にとった300）
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課題２ 過去事例の引用

 「狩野川台風」を引用して記録的な大雨への警戒を呼びかけたが、強い危機感が伝わって

いない地域もあった。

 「狩野川台風に匹敵する記録的な大雨」という表現により7割以上の住民が「危機感が高まった」

「やや危機感が高まった」と回答。特に静岡県では半数以上の住民が「危機感が高まった」と回答。

 地域によっては約２割の住民が「危機感が高まらなかった」「あまり危機感は高まらなかった」と回答

していることから、過去事例の引用は慎重に行うべきではないか。

気象庁 「住民向けアンケート調査」

今回気象庁が用いた「狩野川台風に匹敵する記録的な大雨」という表現についてどのように感じましたか

※ 「台風第19号等を受けたアンケート調査（Web)」
結果より集計（回答数は2100）。

39.2 ％ 32.5 ％
11.8 ％

5.0 ％

11.6 ％
全体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

茨城県

神奈川県

千葉県

静岡県

宮城県

福島県

長野県 危機感が高まった

やや危機感が高まった

あまり危機感は高まらなかった

危機感は高まらなかった

そのような表現をしたことを知らなかった

3
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その他の課題

 何らかの災害がすでに発生しているという、警戒レベル５相当の状況に一層適合させるよう、

大雨特別警報の発表基準や表現の改善が必要。

 「危険度分布」の認知や理解が依然として不十分。

 災害危険度の高まりについて、長時間の予測を提供できていない。

 河川の増水により下流の支川において本川からの逆流による氾濫が発生したが、雨が降り終わった後

であったため、「危険度分布」で「湛水型の内水氾濫」の危険度を適切に表現できていなかった。

 暴風災害に対する強い危機感が、自治体や住民に対して十分に伝わっていなかった。

 暴風域は小さいが最大風速の大きい台風についての危機感の伝え方に改善の余地がある。

 当初の予想に反して雨量等が大きくなってきたことの危機感が十分に伝わっていなかった。

 記録的短時間大雨情報を警戒レベルに適合させる改善策についても検討すべき。

 高潮に関する警戒レベルは、暴風警報も考慮する必要があり、現行の警報・注意報基準では

危機感が住民に伝わりづらい。

 メディアや気象キャスター等との連携を各地で推進すべき。

課題３ 特別警報に関する課題

課題４ 「危険度分布」に関する課題

課題５ その他の課題

4
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 市町村の「避難勧告等の発令判断を支援」する役割。

 「住民が自ら行動をとる際の判断に参考となる情報」という役割。

 住民が自主的に避難行動をとるための情報として、市町村の避難勧告等（行動指南型情報）

と気象庁等の防災気象情報等（状況情報）の組み合わせが重要。

警戒レベルに対応した防災気象情報の役割

自主的な避難行動の判断

住民

警戒レベルを付した

避難勧告等の発令

市町村

相当する警戒レベルを付した

防災気象情報等の発表

気象庁、河川・砂防部局等

「住民に行動を促す」
警戒レベルを付した

避難勧告等

「避難勧告等の発令
判断に資する」

防災気象情報等

「住民が自ら行動をとる
際の判断に参考となる」

相当する警戒レベルを付した
防災気象情報等

避難勧告等の発令状況を確認し、
発令されている場合は直ちに避難
するとともに、発令されていなくとも
防災気象情報等を用いて自主的に
避難を判断。
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大雨特別警報解除後の洪水への注意喚起
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大雨特別警報解除後の洪水への警戒呼びかけの改善

 大雨特別警報解除後の洪水への警戒を促すため、特別警報の解除を警報への切替と表現する

とともに、警報への切替に合わせて、最高水位の見込みや最高水位となる時間帯などの今後の

洪水の見込みを発表。

 警報への切替に先立って、本省庁の合同記者会見等を開催することで、メディア等を通じた

住民への適切な注意喚起を図るとともに、ＳＮＳや気象情報、ホットライン、ＪＥＴＴによる解説等、

あらゆる手段で注意喚起を実施。

 「引き続き、避難が必要とされる警戒レベル４相当が継続。なお、特別警報は警報に切り替え…」と

伝えるなど、どの警戒レベルに相当する状況か分かりやすく解説。

【来出水期から試行的に実施】

メディア等を通じて住民へ適切に注意喚起警報への切替に合わせて洪水の見込みを発表

警報への切替に先立って本省庁の合同記者会見等を開催

することで、メディア等の協力を得て住民に警戒を呼びかけると

ともに、SNSや気象情報等あらゆる手段で注意喚起。

今後の洪水の見込みを発表し、引き続き洪水の

危険があること、大河川においてはこれから危険が

高まることを注意喚起。

イメージ
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過去事例の引用
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過去事例を引用した警戒の呼びかけを改善（１）

 過去事例の引用は気象台が持つ危機感を伝える手段として一定の効果があることから、
顕著な被害が想定されるときには必要に応じて臨機に運用。

 特定の地域のみで災害が起こるかのような印象を与えないよう、災害危険度が高まる地域を
示す等、地域に応じた詳細かつ分かりやすい解説を併せて実施。

 （当時の雨量分布を示すときは）いま予想されている雨量分布に加えて、どこで
尋常ではない雨により災害発生の危険度が高まるかを併せて解説。

 同じ事例であっても地域によって危機感が伝わる災害は異なることから、地域に
よって引用する事例が異なってもよい。

 降雨によって起こり得る洪水や土砂災害等の現象を具体的に説明。

 危機感を伝えるのに当時の災害映像は有効（気象台等は、事前に報道機関や
河川管理者と調整して映像・画像を取得しておくことが望ましい）。

 ただし当時の被害の状況を示すときは、引用した災害とまったく同じ状況には
ならないことを併せて解説。

 引用する事例がいかに顕著な被害をもたらしたかを伝えるために、該当する内容が
あれば、その災害が社会に与えた影響も併せて解説。

解説すべきこと

 当時の雨量分布を単独で

示すと、当時雨の多かった

場所でのみ災害が発生する

ものと伝わってしまうおそれが

ある。

 当時の被害が発生した地域を

事細かに解説すると、特定の

地域でのみ災害が発生する

ものと伝わってしまうおそれが

ある。

解説にあたって留意すること

 過去事例と同様な雨が降ること等により、甚大な災害が発生するおそれがあることを伝える。

 過去に大きな災害をもたらした事例を引き合いに出さないといけないほど気象庁（気象台）は

危機感を持っていることを伝える。

 本庁の記者会見を受けて、各地の気象台や河川事務所等が発表する地元に特化した情報に

誘導し、住民自ら取得してもらえるよう解説。

過去事例を引用する目的

【来出水期を目途に実施】

9
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普段は、比較的雨が少ない
長野県や東北地方などでも
大 雨 と な り 、 土 砂 災 害 ・
洪水災害に厳重に警戒。

災害危険度の見通し

※ 次回は、●●日●●時頃に発表する
気象情報で更新する予定です。

過去事例を引用した警戒の呼びかけを改善（２）

実際の記者会見資料 改善後の記者会見資料案

伊豆に加えて関東地方でも土砂災害が
多発し、河川の氾濫が相次いだ、昭和
33年の狩野川（かのがわ）台風に匹敵
する記録的な大雨となるおそれもあります。

昭和33年の狩野川（かのがわ）台風に匹敵する記録的な大雨となるおそれもあります。
関東甲信地方、東北地方を中心に、大雨災害発生の危険度が高まる見込みです。

10

引用した災害とまったく
同じ状況にはならないこと
を併せて解説

 過去事例の引用は気象台が持つ危機感を伝える手段として一定の効果があることから、
顕著な被害が想定されるときには必要に応じて臨機に運用。

 特定の地域のみで災害が起こるかのような印象を与えないよう、災害危険度が高まる地域を
示す等、地域に応じた詳細かつ分かりやすい解説を併せて実施。

【来出水期を目途に実施】
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地元に特化した情報が確実に伝わるように改善

 過去事例を引用した本庁記者会見等の中で、住民等が地元に特化した情報を取得するよう

呼びかけるとともに、住民等により危機感が伝わるよう地元気象台等における地域に応じた

詳細かつ分かりやすい解説を強化。

平成３０年 台風第２４号に関する愛媛県気象情報 第９号

平成３０年９月３０日１８時４０分 松山地方気象台発表

（見出し）

西条市と東温市を中心に、過去の重大な土砂災害発生時に匹敵する極めて危険な状況となっています。土砂災害警戒区域等の外

の少しでも安全な場所に移るなど、躊躇なく適切な防災行動をとってください。

気象台等は地域に密着した情報発信を強化

気象庁本庁は記者会見等を通じて
報道のきっかけを提供

【来出水期を目途に実施】

関係機関と連携して地域に密着した
情報発信を強化

東京 高松

松山

（地方気象台発表の
気象情報）

全国を対象とした
本庁記者会見等から
地元気象台等が
発信する地域に応じた
詳細かつ分かりやすい
解説に誘導 （地方整備局・気象台の

合同記者会見）

11
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特別警報の改善
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新たな基準値による大雨特別警報の運用地域拡大

 何らかの災害がすでに発生しているという警戒レベル５相当の状況に一層適合させるよう、災害発生

との結びつきが強い「指数」※を用いて大雨特別警報の新たな基準値を設定し、大雨特別警報の

精度を改善する取組を推進。

 新たな基準値による大雨特別警報(土砂災害)の運用地域を、令和２年出水期から順次拡大。

 大雨特別警報(浸水害)についても、新たな基準値による運用開始に向け、検討を進める。

基準値案の設定に用いる主な災害の候補事例

現象 発生日 発生地域

平成23年台風第12号 9月4日 和歌山県那智勝浦町

平成28年台風第10号 8月30日 岩手県岩泉町

平成29年7月

九州北部豪雨
7月5日 福岡県朝倉市

令和元年８月

前線による大雨
8月28日 佐賀県佐賀市等

令和元年東日本台風

（台風第19号）
10月12日 宮城県丸森町

大雨特別警報の新たな基準値は、

土砂災害：大規模または同時多発的な（一定の領域に集中的に発生する）土石流等

浸水害 ：大規模な床上浸水等を引き起こす水害（大河川の氾濫は含まず）

＜土砂災害＞ ＜浸水害＞

を基に設定する方向性で過去事例を選定し、当該事象が発生した時間帯の指数値を基準値案とする考え方を軸として検討を進める。

【来出水期から一部実施】

現象 発生日 発生地域

平成24年7月

九州北部豪雨

7月12日 熊本県阿蘇市等

7月14日 福岡県八女市

平成25年台風第26号 10月16日 東京都大島町

平成26年8月豪雨
8月17日 兵庫県丹波市

8月20日 広島県広島市

平成29年7月

九州北部豪雨
7月5日 福岡県朝倉市～東峰村

平成30年7月豪雨
7月6日 広島県広島市、呉市、坂町等

7月7日 愛媛県宇和島市

令和元年東日本台風 10月12日 宮城県丸森町

※ 土壌雨量指数・表面雨量指数・流域雨量指数
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特別警報を待ってはならないことが伝わる表現で呼びかけ

 大雨特別警報の予告や発表の際、特別警報を待ってから最善を尽くせば助かるかのような印象を

回避するため、特別警報を待ってから避難するのでは命に関わる事態になるという「手遅れ感」が

確実に伝わる表現に改善。

 大雨特別警報の位置づけと役割について、継続的に周知を実施。

「特別警報の発表を待つことなく、地元

市町村からすでに発令されている避難

勧告等（警戒レベル４）に直ちに従い

緊急に身の安全を確保してください。」

「災害がすでに発生している可能性が

極めて高く、直ちに命を守るために

最善を尽くす必要のある警戒レベル５に

相当する状況です。」

「特別警報の発表を待ってから避難するのでは

手遅れとなります。特別警報の発表を待つこと

なく、地元市町村からすでに発令されている

避難勧告等（警戒レベル４）に直ちに従い

緊急に身の安全を確保してください。」

「災害がすでに発生している可能性が極めて高く、

警戒レベル５に相当する状況です。もはや命を守る

ために最善を尽くさなければならない状況です。」

これまでの呼びかけ 改善後の呼びかけ

改善

【速やかに実施】

特別警報未発表市町村 特別警報未発表市町村

特別警報発表済み市町村

特別警報発表済み市町村
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（参考）大雨特別警報の位置づけと役割

● 位置づけ

大雨特別警報は、避難勧告や避難指示（緊急）に相当する気象状況の次元を

はるかに超えるような現象をターゲットに発表するもの。発表時には何らかの災害がすでに

発生している蓋然性が極めて高い。

● 役割

（１）浸水想定区域や土砂災害警戒区域など、災害の危険性が認められている場所

からまだ避難できていない住民には直ちに命を守る行動をとっていただくことを徹底。

（２）災害が起きないと思われているような場所においても災害の危険度が高まることに

ついて呼びかけ。

（３）速やかに対策を講じないと極めて甚大な被害が生じかねないとの危機感を防災

関係者や住民等と共有することで、被害拡大の防止や広域の防災支援活動の強化

につなげる。

平成31年3月29日「防災気象情報の伝え方に関する検討会」報告書より
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台風要因の大雨特別警報の改善

 大雨特別警報のうち、台風等を要因とするもの※は廃止し、何らかの災害がすでに発生している可能性が

極めて高い(警戒レベル5相当の)雨を要因とするものに統一。

 伊勢湾台風級の台風が上陸するおそれがある場合には、早い段階から記者会見等を開催するとともに、

24時間程度前に開催する記者会見において、台風の接近時の暴風や大雨等による災害に対して極

めて厳重な警戒が必要であることを呼びかける。

早期注意
情報

早期注意
情報

大雨・洪水注意報
台風等を要因とする

大雨特別警報

危険度分布:黄

大雨・洪水注意報 大雨・洪水警報

危険度分布:黄

改善案

特別警報予告の

記者会見実施

台風等を要因とする

暴風特別警報

発表

災害がすでに

発生のおそれ

時間の流れ

土砂災害警戒情報・氾濫危険情報

現在 土砂災害警戒情報・氾濫危険情報

【レベル１】 【レベル２】 【レベル３相当】 【レベル４相当】
警戒レベル

（●の地点）

赤 うす紫 濃い紫（土砂災害）

赤 うす紫 濃い紫（土砂災害）

台風要因の大雨特別警報の発表は行わず、通常の警報とする

※ 台風等を要因とする大雨以外の特別警報についても、今後の整理を検討していく。

大雨災害発生の
危険度が高まる旨も

しっかりと解説。

【来出水期を目途に実施】

※台風等の中心気圧や最大風速の発表基準によるもの
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「危険度分布」の改善
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「危険度分布」の市町村におけるさらなる活用を促進

 適中率向上を目指し、関係機関と連携して災害発生に関する信頼できるデータを蓄積し、警報等の

対象災害を精査すること等により、「危険度分布」の基準の見直しを実施し、避難勧告の発令基準

等への「危険度分布」のさらなる活用を促進。

 地域特性を踏まえた避難勧告等の発令判断支援のため、平時からの「あなたの町の予報官」による解説や

気象防災データベースの活用等、危険度分布等の防災気象情報をより活用していただくための取組を強化。

【来出水期から順次実施】

「洪水警報の危険度分布」又は「流域雨量指数の予測値」を
避難勧告判断マニュアル等に記載しているか

38.9%

51.1%

10.0% 記載されている

記載されていない

その他 31.0%

61.4%

7.6%
記載されている

記載されていない

その他

※令和元年房総半島台風・東日本台風等による大雨・暴風に関する気象庁実施アンケート結果より集計（回答自治体数は756）

避難勧告等の判断

マニュアル等への記載に

ついては、依然として

十分とは言い難い。

適中率向上を目指し、「危険度分布」の基準の見直しを実施することにより、さらなる活用を促進。

気象庁アンケート

• 特定の格子だけで「警戒」（警戒レベル３相当）になることが多いが災害との対応は悪いので、大雨警報の基準の見直しを
行っていただきたい。（徳島県A市）

• 一部の河川で「警戒」（警戒レベル３相当）が出たが、当該流域のライブカメラで確認しても、水位の上昇が全く
見られなかった。（大阪府A市）

「大雨警報（土砂災害）の危険度分布」の「非常に危険」
（警戒レベル４相当）を避難勧告判断マニュアル等に記載
しているか
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「危険度分布」を住民自ら避難の判断に利活用できるよう広報を強化

 「危険度分布」を住民自ら避難の判断に利活用できるよう、「危険度分布」の認知度・理解度を

上げるための広報をさらに強化。

気象庁アンケート

あなたは、「危険度分布」をご存じでしたか

※1 「気象情報の利活用状況等に関する調査報告書」(平成31年3月)より集計（回答数は2000）。
※2 「気象情報の利活用状況等に関する調査報告書」(令和2年公表予定)より集計（回答数は2000）。

ＳＮＳ等の活用による積極的な広報

【来出水期を目途に実施】

子ども向け「危険度分布」リーフレット

リアリティのある動画で周知広報
～気象科学館でも上映～

虎ノ門新庁舎に新たに開館する
気象科学館（イメージ）

■ 名前を知っており、
内容も理解していた

■ 名前は知らなかったが、
このような情報がある
ことは知っていた

■ 名前は知っていたが、
このような情報かは
知らなかった

■ 全く知らなかった

32.1 

14.7 

29.0 

29.8 

22.7 

24.1 

16.3 

31.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

平成30年度

依然として認知度・
理解度は低い。

●●●●●
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「危険度分布」の通知サービスの細分化について検討を開始

 住民の自主的な避難の判断によりつながるよう、「危険度分布」の通知サービスについて、市町村の

避難勧告の発令単位等に合わせて市町村をいくつかに細分した通知の提供に向けて検討を進める。

【具体化に向けて検討】

改善の方向性（案）

 危険度通知サービスの通知単位の細分化も含めた検討。

 政令指定都市については、よりきめ細かい区単位でも通知を開始。（来年度中を目途に実施）

 併せて、1kmメッシュの「危険度分布」そのものを活用した、きめ細かな通知についても促進。

 市町村における避難勧告の発令単位の検討に気象台も積極的に協力し、準備が整った地域から

発令単位等に合わせて市町村をいくつかに細分した通知を開始。（中長期的に検討を進める）

現状 改善後のイメージ（案）

A市

市町村の避難勧告の

発令単位等に合わせて

市町村をいくつかに

細分した通知の提供に

向けて検討を進める

A市
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１日先の予想「危険度分布」等の提供開始を検討

 台風による大雨など可能な現象については、より長時間のリードタイムを確保した警戒の呼びかけを

行うため、1日先までの雨量予測を用いた「危険度分布」や「流域雨量指数の予測値」の技術開発を

進めるとともに、アンサンブル予報の技術の活用についても検討を進める。

 予測精度を検証した上で、精度も考慮した呼びかけ方や表示方法の具体について検討していく。

【具体化に向けて検討】

実際に発表した「洪水警報の危険度分布」と24時間前に予想した「洪水警報の危険度分布」との比較

※ いずれも洪水予報河川の外水氾濫は対象としていない。令和元年東日本台風（台風第19号）の事例を事後に検証したもの。

実況予測 実況予測

令和元年10月12日18時時点（令和元年東日本台風） 令和元年10月13日00時時点（令和元年東日本台風）

■・・・注意報基準を超過 ■・・・警報基準を超過 ■・・・警報基準を大きく超過した基準を超過

10月11日
18時時点の
21~27時間先の予測
（最大危険度）

10月12日
00時時点の
21~27時間先の予測
（最大危険度）
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実況予測

実況予測

（参考）１日先の予想「危険度分布」の試算例

※ いずれも洪水予報河川の外水氾濫は対象としていない。平成29年7月九州北部豪雨の事例を事後に検証したもの。

※ いずれも洪水予報河川の外水氾濫は対象としていない。平成30年7月豪雨の事例を事後に検証したもの。

実際に発表した「洪水警報の危険度分布」と24時間前に予想した「洪水警報の危険度分布」との比較

平成30年７月７日０時時点（平成30年7月豪雨）

平成29年７月５日18時時点（平成29年7月九州北部豪雨）

事前に予測できないケースもある。

７月４日18時時点の
21~27時間先の予測
（最大危険度）

７月６日０時時点の
21~27時間先の予測
（最大危険度）

■・・・注意報基準を超過 ■・・・警報基準を超過 ■・・・警報基準を大きく超過した基準を超過

予測が難しい現象もあるため、予測精度を検証した上で、精度も考慮した呼びかけ方や表示
方法の具体について検討していく。アンサンブル予報の技術の活用についても検討を進める。
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「危険度分布」で本川の増水に起因する内水氾濫の表示を改善

 「危険度分布」において「本川の増水に起因する内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度」
も確認できるよう、本川流路の周辺にハッチをかけて危険度を表示するように改善する。

平成30年7月豪雨の被害状況
○由良川沿川の舞鶴市、福知山市において浸水被害が発生。
（※床上浸水 合計約170戸、床下浸水 合計約600戸）

平成30年7月豪雨の概要（近畿管内）《第8報》
平成30年8月10日近畿地方整備局

ハッチ表示は
ON/OFFできるよう

ボタンを追加
（デフォルトOFF）

湛水型内水氾濫の
危険度

本川の増水に起因する内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度

河川の増水によって周辺の支川・下水道からの排水ができなくなることで
発生する内水氾濫による洪水被害のおそれがあると認められるときに発表。

警戒 【警戒レベル3相当】

注意 【警戒レベル2相当】

ボタンON時に
凡例を表示

内水氾濫の危険度を

河川流路周辺に

ハッチで表示

改善案（イメージ）

【来出水期を目途に実施】
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「危険度分布」で本川の増水に起因する内水氾濫の表示を改善

 雨が降っていない場合であっても、本川の流域雨量指数が一定の値に到達した場合には、

支川氾濫の危険度の高まりについて自治体への連絡等を実施するよう改善。

【来出水期を目途に実施】

 中小河川まで含めた表示改善には、新たな電文に伴う利用者側のシステム改修が必要となり、

一定の準備期間を要することから、洪水予報河川（大河川）と中小河川の２段階に分けて

本川の増水に起因する内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の表示改善に取り組む。

改善の方向性

 雨が降っていない場合の湛水型の内水氾濫について、従来の表面雨量指数と流域雨量指数を組み合わせた

基準に加え、流域雨量指数単独の基準も設定して支川氾濫の危険度を適切に判定。

 まずは、過去に当該災害のあった事例に限って基準案を設定。

 設定した基準案を超えると予測された場合には自治体への連絡等を実施。

【来出水期を目途に実施】

現在 第1段階（令和2年度） 第2段階（令和3年度以降）

大河川の表示改善 中小河川も含めた表示改善
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その他の改善

① 暴風災害に対する呼びかけを改善

② 予想が大きく変わった場合の解説を改善

③ 記録的短時間大雨情報の改善

④ 警戒レベルと対応した高潮警報等に改善

⑤ 気象キャスターとのさらなる連携の強化
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暴風災害に対する呼びかけ改善の方向性

 起こり得る被害に言及した「風の強さと吹き方」の表を記者会見や台風説明会で積極的に活用。

 「一部の住家が倒壊するおそれもある40メートルの風速」といった呼びかけを積極的に実施。

 暴風時に取るべき行動も併せて解説。

① 暴風災害に対する呼びかけを改善（１）

 暴風災害に対する強い危機感が確実に伝わるよう、暴風により起こりうる被害を分かりやすく解説する

とともに暴風時に取るべき行動も併せて解説を実施。

 このほか、暴風特別警報について、一律に「伊勢湾台風」級の台風等が来襲する場合に発表している

ものを、地域毎に発表基準を定める※1ことができないか検討を進める※2 。

※1 建築基準法の風荷重規定の基準風速として50年に1度の風速（例：千葉県38m/s）を参考とすることも一案。
※2 台風等を要因とする暴風以外の特別警報についても、今後の整理を検討していく。

【来出水期を目途に実施】

※平均風速は10分間の平均、瞬間風速は3秒間の平均です。

※人や物への影響は日本風工学会の「瞬間風速と人や街の様子との関係」を参考に作成しています。

※詳細は気象庁ホームページを御確認ください。（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/amekaze/amekaze_index.html）

風速と起こりうる被害の対応表
※ 日本風工学会の「瞬間風速と人や街の様子との関係」を参考に作成。

※平均風速は10分間の平均、瞬間風速は3秒間の平均です。

※人や物への影響は日本風工学会の「瞬間風速と人や街の様子との関係」を参考に作成しています。

※詳細は気象庁ホームページを御確認ください。（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/amekaze/amekaze_index.html）

記 者 会 見 や

台風説明会等で

積極的に活用。

暴風時に取るべき行動の呼びかけ
※ 竜巻に関するリーフレットより。

取るべき行動も

併せて解説
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？

？

① 暴風災害に対する呼びかけを改善（２）

 台風に発達すると予想される熱帯低気圧の段階から、5日間先までの台風進路・強度予報を提供

するよう改善を図る。

房総半島台風のような非常に強い台風が、より日本近辺で発生した場合、

災害への事前対策が間に合わない可能性がある。

１日先以降の予報がな
く、事前対策が取れない

５日先までの予報を提供

台風となる前から
予報を提供

台風になる前の
熱帯低気圧

今後も、日本近海で
台風が発生するおそれ

まだ台風になっておらず、
１日後のみの予報を提供

○令和元年房総半島台風
(台風第15号)での事例

熱帯低気圧の段階から
５日先までの予報を

提供

強い勢力で接近
することが分かり、
事前対策が取れる

台風になる前の段階から５日先までの予報を提供し、

地域におけるタイムライン等の防災対応を支援する。

日本付近で発生する台風に対しても、十分事前から具体的な対策がとれるようにし、被害の縮減を図る。

発達する熱帯低気圧に関する情報の充実

現行 改善後

【来出水期を目途に実施】
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② 予想が大きく変わった場合の解説を改善

 気象情報等で、直前の予報や発表情報からの重要な変更が生じた場合には、その旨

確実に強調して解説するよう改善。

 引き続き予測精度の向上に努める。

予想が大きく変わった場合の解説の改善の方向性

 直前に発表した情報に記載した予想雨量や対象地域から大きく変わった場合には、

臨時の気象情報（短文形式や図形式）を発表してその旨を明示し、SNSも併用して

周知に努めるほか、予想に反して多大な災害発生が切迫している場合には

緊急記者会見の実施も検討。

 直前に発表した情報に記載した予想雨量や対象地域から大きく変わった場合には、

市町村に対してホットライン等により、重要な変更について丁寧に解説。

 自治体はどのようなタイミングで、どのような情報を必要としているのかの把握に努め、

予測が困難な現象があることについて、平時から周知に努める。

【来出水期を目途に実施】
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③ 記録的短時間大雨情報の改善

 記録的短時間大雨情報を、例えば、当該市町村が警戒レベル４相当の状況となっている場合にのみ

発表することで、避難行動が必要な状況下で災害発生の危険度が急激に上昇し、真に深刻な状況に

なっていることを適切に伝えることができるよう、改善を実施。

大雨警報を発表中に、記録的

短時間大雨情報の基準に到達

したときに発表。

危険度分布で「非常に危険」（警戒レベル４

相当）以上が出現し、記録的短時間大雨情報

の基準に到達したときにのみ発表する等。

これまで 改善の方向性案

災害発生と
結びつきが
強い情報に
改善

【来年度後半を目途に実施】

大雨警報（土砂災害）の
危険度分布

解析雨量

猛烈な雨を解析。
記録的短時間大雨情報を発表。

19時00分

しかし「非常に危険」は出現せず、災害も発生せず。

恵那市

大雨警報（浸水害）の
危険度分布

洪水警報の危険度分布中津川市

19時00分 19時00分 19時00分

令和元年5月13日の岐阜県の例

「危険度分布」の危険度を発表条件に加えることで、速やかな避難行動が必要な
状況下で災害発生の危険度が急激に上昇していることが伝わるような改善を実施。
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④ 警戒レベルと対応した高潮警報等に改善

 自治体や住民が高潮警報のみで避難が必要とされる警戒レベル４に相当しているかを判断できるよう、

暴風警報発表中の「高潮警報に切り替える可能性が高い注意報」は高潮警報として発表するよう改善。

 高潮災害からの避難は、潮位が上昇する前に暴風で避難できなくなるため、高潮警報のみでは

判断できず、暴風警報も考慮した判断が必要とされている。

 高潮警報のみで、避難勧告（警戒レベル４）を発令する目安に到達しているかどうか判断

できるよう、暴風警報発表中の「高潮警報に切り替える注意報」は高潮警報として発表する。

【具体化に向けて検討】

平成30年台風第21号の例

高潮警報のみで避難勧告を発令する目安に到達しているか判断できるよう、

暴風警報発表中の「高潮警報に切り替える可能性が高い注意報」は、

今後は高潮警報（警戒レベル4相当）として発表する等。

大阪市 今後の推移（ 警報級 注意報級）
備考・

関連する現象発表中の
警報・注意報等の種別

４日 ５日

3-6 6-9 9-12 12-15 15-18 18-21 21-24 0-3 3-6

大雨

１時間最大雨量
（ミリ） 0 0 40 70 70 40

（浸水害） 浸水注意

（土砂災害） 土砂災害注意

暴風 風向風速
（矢印・メートル）

陸上 12 14 20 35 35 18 15 12 12

海上 15 18 25 40 40 23 20 15 15

波浪
波高

（メートル）
1.5 2 3 4 4 2.5 2.5 1.5 1.5

高潮
潮位

（メートル）
0.4 0.4 0.8 2.8 2.8 2.2 1.5 ピークは4日16時頃

雷 竜巻

高潮

大雨

大阪市 今後の推移（ 警報級 注意報級）
備考・

関連する現象発表中の
警報・注意報等の種別

４日 ５日

3-6 6-9 9-12 12-15 15-18 18-21 21-24 0-3 3-6

大雨

１時間最大雨量

（ミリ）
0 0 40 70 70 40

（浸水害） 浸水注意

（土砂災害） 土砂災害注意

暴風 風向風速
（矢印・メートル）

陸上 12 14 20 35 35 18 15 12 12

海上 15 18 25 40 40 23 20 15 15

波浪
波高

（メートル）
1.5 2 3 4 4 2.5 2.5 1.5 1.5

高潮
潮位

（メートル）
0.4 0.4 0.8 2.8 2.8 2.2 1.5 ピークは4日16時頃

雷 竜巻

大雨

改善
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⑤ 気象キャスターとのさらなる連携の強化

 気象キャスター等が、水害・土砂災害の情報や河川の特徴等、気象情報だけでなく災害情報に

ついても発信できるよう、河川・砂防部局等と協力し、気象キャスターや報道機関、ネットメディア等との

意見交換や勉強会等の実施を通じた連携を各地で推進。

【来出水期を目途に実施】

地方メディア連携協議会
～近畿地方整備局・大阪管区気象台の例～

報道機関や気象キャスターとの勉強会
～名古屋地方気象台の例～

令和元年
7月2日

令和元年

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザードリスク
情報共有プロジェクト
～天気予報コーナー等での地域における災害情報の平常時からの積極的解説～

（具体例）
大雨時にメディアが利用可能な解説する
資料を事前に作成し、事前配布する 等。



1

防災気象情報の伝え方の
改善に関する令和元年度の取組状況

参考資料２
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防災気象情報の伝え方の改善策と推進すべき取組【概要】

 「平成30年７月豪雨」では、気象庁や関係機関からの防災気象情報の発表や自治体からの避難の呼びかけが行われて
いたものの、それらが必ずしも住民の避難行動に繋がっていなかったのではないか、との指摘があった。

 「防災気象情報の伝え方に関する検討会」では、大雨時の避難等の防災行動に役立つための防災気象情報の伝え方に
ついて課題を整理し、その解決に向けた改善策をとりまとめた。

 気象庁では、河川や砂防等の関係部局との緊密な連携のもと、推進すべき取組に沿って可能なものから取組を推進。

＜今後に向けて＞

＜改善策と推進すべき取組＞

１．危機感を効果的に伝えていく
対応１-１市町村の防災気象情報等に対する
一層の理解促進
～避難勧告等の発令判断を支援する取組～

「あなたの町の予報官」の新規配置

「気象防災アドバイザー」の一層の活用

「気象防災ワークショップ」の一層の推進 等

対応１-２住民の防災気象情報等に対する一層
の理解促進
～「自助・共助」を強化する取組～

地域防災リーダーの育成支援

報道機関・気象キャスター、大規模氾濫減災
協議会等と連携した普及啓発・訓練等の推進

対応１-３ 記者会見やホームページ、SNSの活用
等、広報のあり方の改善

住民自らが我が事感をもって利活用できるよう、
広報のあり方を改善

地域に密着した情報発信の強化

訪日外国人等のためホームページを多言語化

２．防災気象情報を使いやすくする
対応２-１ 土砂災害の「危険度分布」の高解像度化

対応２-２ 「危険度分布」やハザードマップ等の一覧性の改善

対応２-３ 「危険度分布」の希望者向け通知サービスの開始

対応２-４ 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知

４．大雨特別警報への理解促進等
対応４-１ 大雨特別警報の位置づけ・役割の周知・広報
の強化と記者会見等での発表可能性への言及

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上

現行の大雨特別警報の位置づけ・役割の下で発表基準を見直す。

３．防災情報を分かりやすくシンプルに伝えていく
対応３ 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進

中央防災会議WGの方針に基づき、関係機関と連携して各防災気象情報について警戒レベルとの対応付けを明確にして分かりやすく発表。あわせて、
各情報にキーワードやカラーコード等を付すことを検討。

平成31年3月29日
報告書より
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対応１-１
市町村の防災気象情報等に対する一層の理解促進
～避難勧告等の発令判断を支援する取組～
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対応1-1 市町村の防災気象情報等に対する一層の理解促進

気象台における地域防災力の強化に係る取組

・地域毎の災害特性を踏まえた人材配置による「担当チーム」を編成。担当チームの常設により、各市町村固有の課題への
対応を含め市町村に寄り添い、担当者同士の緊密な連携関係を構築【今年度から関東甲信地方を皮切りに、地域防災官、
地域防災係長を順次地方気象台へ配置】

「あなたの町の予報官」による地域防災支援業務を強化

「振り返り」の業務改善への活用
・気象、地震解説等のため
積極的にＪＥＴＴを派遣。
令和元年は、23事例に
対 し て 1700 人 以 上 の
職員を派遣。

・令和元年東日本台風への
対応では、32都道府県の
地方公共団体へ1005人日
の職員を派遣。

積極的にＪＥＴＴを派遣

新島村を訪問し、警戒
レ ベ ル の 導 入 ととも に 、
火山噴火時の防災対応
に関する打合せ。

葛飾区を訪問し、荒川
下流タイムラインに基づく
広域避難訓練について
打合せ。

H30.5より
必要箇所に派遣

H30.4より
各地で開催

「気象防災データベース」による一層の連携

・平時（気象防災ワークショップ、地域防災計画への助言内容）、緊急時（JETT、ホットライン、支援資料）、 災害後（振り返り、改善策）など、
気象台と市町村が協働で全ての必要な情報をデータベースにより共有。

・「あなたの町の予報官」と市町村担当者の日常的な連携に寄与。

R2.3より
地方公共団体へ公開

【宮城県角田市との振り返り】

令和元年東日本台風に関して、
被災地の気象台は市町村との振り
返りを実施。ホットラインのタイミング
や、JETT派遣を含め、防災対応
全般につき、次の災害に向けての
方向性や方針について意見交換。

気象防災専門家の育成

住民の自助・共助に係る地域
防災リーダーの支援のため、
実践的な防災気象情報の
教材を作成し、活用することに
より、人材を育成。
令和3年度まで
に1800人の
地域気象防災
リーダーを育成。

R2より
育成予定

H30.4より
各地で開催

・令和元年度からの3年間で全市町村から
職員を募り、各地の気象台で積極的に
開催。令和元年度
は628市町村参加。

令和元年東日本台風時のＪＥＴＴ活動状況

10月10日以降、市町村への派遣も含め、32都道府県

の地方公共団体へのべ1005人・日の職員を派遣。

ピーク時（10月17日）には69名を派遣。

※このほか被災県の県庁など、148市町村へ派遣

丸森町 ２～４名派遣
（10/15~11/22）

宮城県広域消
防応援指揮本
部（丸森町） に
て 、 気 象 解 説

飯山市 2名派遣
（10/16~10/27）

飯山市災害
対策本部会
議 に て 、 気
象解説

藤岡市など ３名派遣
（10/17 複数市町村を巡回）

藤岡市地域安
全課を訪問し、
気象解説

あきる野市など ２～３名派遣
（10/15、10/18~10/21、10/24 複数市町村を巡
回）

あきる野市災害
対 策本部室 に
て 、
防 災安全部 に
対して気象解説

いわき市3～４名派遣
（10/15~10/30）

いわき市災害
対策本部会議
にて、気象解
説

7月31日に尼崎市で、地元
気象台等から発表される防災
気象情報に基づく地方公共
団体の防災対応を疑似体験
していただく気象防災ワーク
ショップを開催。尼崎市危機
管理安全局の職員が尼崎市
内を流れる庄下川の洪水災
害を想定した防災対応を体験。

気象防災ワークショップの推進

【尼崎市で開催したワークショップ】

・警戒レベルなど、最新
の情報も取り入れ、
地域防災リーダーの
参加も得つつ気象
防災ワークショップを
開催。
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ＪＥＴＴによる地方公共団体の防災対応支援強化

 災害の発生が予想される場合は、事前に都道府県庁へＪＥＴＴ（気象庁防災対応支援

チーム）を派遣。災害発生後は情報収集のうえ速やかに被災市町村へＪＥＴＴを派遣。

 派遣先市町村では、災害対応の活動を支援するため、ヘリコプター等の運航を支援する情報を

提供するなど、きめ細やかな気象解説を実施。

 令和元年房総半島台風においては、被災家屋のブルーシート飛散防止の観点から、注意報

基準未満の風速に対しても注意を呼びかける等の地域の実情に寄り添った対応を実施。

○九州北部の大雨（8月27日から9月11日）

山口県下関市、福岡県、佐賀県及び武雄市・大町町、

長崎県、大分県へのべ86人・日派遣

○令和元年房総半島台風の接近（9月6日から10月7日）

千葉県をはじめとする10都県13市町村へのべ118人・日派遣

○令和元年東日本台風の接近（10月10日から12月27日）

福島県、長野県をはじめとする32都道府県149市町村へ

のべ1005人・日派遣

#令和元年は21事例に対してのべ約1700人・日派遣

ＪＥＴＴの主な活動実績

対応1-1 市町村の防災気象情報等に対する一層の理解促進

宮城県丸森町
JETTによる解説
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「あなたの町の予報官」を核とした地域防災力強化の取組

 緊急時に備えて平時から「顔の見える関係」を構築し、自治体防災力の向上に直結する取組

を実施。このための体制として都道府県内の地域毎の専任チームを平成31年度より順次設置。

ワークショップ（松本会場）

【県内3会場で防災気象情報講習会を開催】
防災気象情報の基礎知識の習得や、さらなる理解向上を目的とする。
・警戒レベルや土砂災害警戒情報など各種気象情報等の説明（座学）
・中小河川洪水災害を想定したワークショップ

【御嶽山火山マイスター育成のための講習会】
長野県では御嶽山火山マイスター制度を立ち上げ、毎年研修や認定試験
を実施、火山知識の普及啓発を図っている。その中で当台は、御嶽山火山
マイスター育成のための講習会で講義を担当している。

【災害時等の対応を振り返り】
市町村防災担当者と各種情報の利活用等について振り返り実施し、災害
対応について、不断の改善に取り組んでいる。

御嶽山火山マイスター講習会

常時観測火山を多く持つ長野県では、地震火山担当チームを設置。また、
地域ごとの気象特性を踏まえ、3つの気象チームを設置。
各チームごとに統一したデザインの名刺を作成。市町村訪問時等で、チーム
の設置をアピール。

（裏）（表）

（例）長野地方気象台の取組

【各地域毎のチームの売り込み】

対応1-1 市町村の防災気象情報等に対する一層の理解促進
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気象防災ワークショップの活用による地域防災力向上の取組

 気象防災ワークショップは、防災気象情報を活用して、避難情報の発令など災害発生時の市町村の

防災対応を疑似体験するもので、平成30年に「土砂災害編」と「中小河川洪水編」を公開し、令和元年

6月に土砂災害と洪水害の同時発生を想定したより実践的な「風水害編」を公表した。

 3年間で全ての市町村から参加いただくため年間600市町村の参加を目標としている。（令和２年2月

29日現在、627市町村）

 令和元年東日本台風の災害対応後の振り返りにおいて、ワークショップの経験をしたことにより、事前に

災害対応をイメージできたとの感想を市町村防災担当職員からいただいている。

 令和元年度から気象防災ワークショップ開催の際には、地域防災リーダーにも、参加を呼びかけ、自らの

役割や必要な知識・情報等の理解の促進を図っている。

実施状況

○佐賀県（佐賀市）

佐賀県と県内５市町の防災担当者に加え、自主防災組織、防災士といった地域防災リーダーが参加し、

防災士からは「避難の情報は行政が出すが、それをどのように地域住民に伝えるかが重要で、これについても

グループワークが出来て良かった」との感想を頂いた。

○沖縄県（豊見城市）

県内７市町の防災担当者に加え、自主防災組織、消防団員、防災士

といった地域防災リーダーが参加し、自主防災組織からは「今は異常気象で

いつ何時、何があるか分からない。市と連携し、住民の意識改革など、地域で

できることに取り組みたい」との感想を頂いた。

対応1-1 市町村の防災気象情報等に対する一層の理解促進

豊見城市ワークショップ
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対応１-２
住民の防災気象情報等に対する一層の理解促進

～「自助・共助」を強化する取組～
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報道機関や気象キャスターと連携し理解促進の取組を一層推進

 住民自らが防災気象情報等を一層活用できるよう、報道機関や気象キャスターとも連携し、

防災気象情報等の平時からの理解促進の取組を一層推進。

対応1-2 住民の防災気象情報等に対する一層の理解促進

事業者向け講習会 ～気象庁の例～

危険度分布等の防災気象情報を活用した情報発信の強化など、より

危機感を効果的に伝えるための方策や、「警戒レベル」の導入を含む防災

気象情報の改善策について予報業務許可事業者を対象に講演を行い、

質疑応答を通じて課題認識を共有。

地方メディア連携協議会 ～近畿地方整備局・大阪管区気象台の例～

河川管理者、報道関係者（記者、キャスター等を含む）が住民に

切迫感等が伝わるような情報発信のあり方に関して認識共有を図ると

ともに、河川等の基礎情報や地域の詳細情報の紹介、個人にとって必要

な情報を容易に取得できるツールの作成等について意見交換を実施。

令和元年
6月20日

報道機関や気象キャスターとの勉強会～名古屋地方気象台の例～

警戒レベルについて、報道機関に理解を深めてもらい住民等への周知・

広報につなげるため、在名TV6局との個別の勉強会を開催。また、気象

キャスターとの勉強会では、警戒レベル４前後の緊迫した場面での危険度

分布等を用いたリアルタイム解説の在り方を議論。「普段聞くことのできない

内容で有意義」「今後も定期的に開催してほしい」という意見があった。

令和元年
7月2日

令和元年
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住民の防災気象情報等に対する一層の理解促進

 関係機関と連携し、学校教育や地域住民に対して、積極的に普及啓発活動を推進。

 普及啓発の担い手（地域気象防災リーダー）の育成に向けた検討を開始。

対応1-2 住民の防災気象情報等に対する一層の理解促進

• 各都道府県や市町村の教育関係機関等と連携し、教職員や児童等を対象に
講演会や研修会等を開催（令和元年度365回）

• 文部科学省、国土交通省、国土地理院と連携し、教科書・教材出版社を対象に、
気象庁の取組紹介と現場見学会を開催（平成21年度から毎年開催）

学校教育

• 日本赤十字社等と連携し、参加者自身が、状況に応じて自らの行動をシミュレート
するワークショップ等を開催（令和元年度121回）

• 自治体等が主催する地域防災リーダー育成事業や防災セミナー、講演会等に
積極的に支援・協力

• 平成29年度に気象庁が育成した気象防災の専門家（気象防災アドバイザー）に
よる講演等への対応（令和元年度210回）

地域住民

【今後の新たな取組計画】
これらの活動をさらに拡大していくため、関係機関と連携して、
防災気象情報等の理解・活用を促進するための教材を作成し、
普及啓発の担い手「地域気象防災リーダー」を育成
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防災教育等の取組の推進

 大規模氾濫減災協議会等を活用し、関係機関と協力して地域における「自助・共助」を支援

する普及啓発・教育・訓練等の取組を一層推進。

対応1-2 住民の防災気象情報等に対する一層の理解促進

＜大規模氾濫減災協議会における取組＞

○防災訓練が適切に実施されるよう、訓練実施に関する事項を含む避難確保

計画の作成を促進するため学校に特化した手引きを作成し計画作成を支援。

○防災教育に関して支援する学校を、教育関係者等と連携して決定。指導計画

（分かりやすい授業の流れやポイントを整理した計画）等の作成を支援。さら

に、「水災害からの避難訓練ガイドブック」に基づき、教科学習と連携した避難

訓練を実践。

○国の支援により作成した指導計画等や避難訓練の実践事例集を、都道府県

管理河川を含む協議会に関連する市町村の全ての学校に共有。

※１協議会で１学校以上で実施

対策の内容・効果

＜防災教育支援ツールの整備等＞

○防災教育に取り組む先生方がワンストップで教育素材を簡単に入手出来る防

災教育ポータルの充実や防災教育支援ツールの整備を実施。

○地域や学校関係者等の意識向上に向け、子どもの成長や地域への波及効果

など、防災教育による効果事例集を作成するとともに、各地方整備局等におい

て防災教育に関するシンポジウムを開催。

水災害からの避難訓練
ガイドブック（H30.6）

豊田市立元城小学校における
避難訓練の様子

防災教育シンポジウム
（中部地方整備局 H30.8）防災カードゲーム

「このつぎなにが起きるかな？」

※津波・水害編（H30.2）、土砂災害編(R1.5)

令和2年度
改訂予定

避難確保計画作成
の手引き（H29.6）

要配慮者利用施設（医療施設除く）に係る
避難確保計画作成の手引き

（洪水・内水・高潮編）

平成29年6月

国土交通省水管理・国土保全局
河川環境課水防企画室

○自然災害から命を守るためには、行政による公助のみならず、住民一人一人が災害時に適切に避難できる
能力を養う必要があり、子どもから家庭さらには地域へと防災知識等を浸透させる防災教育の推進が重要。
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対応１-３
記者会見やホームページ、SNSの活用等、

広報のあり方の改善
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防災情報専用Twitterアカウントによる危機感の発信

 気象庁の持つ危機感をより効果的に発信し、避難行動や復旧活動等の防災行動に役立てて

いただくため、新たに防災情報専用のTwitterアカウントを開設（令和元年10月4日～）。

 台風の接近等による大雨や、地震、火山噴火等により顕著な災害が想定される場合等に

情報を発信するほか、平時から防災知識の普及・啓発のための情報も発信。

 フォロワーの多い「インフルエンサー」にリツイートされるなど、多くの方に情報を伝えることができた。

防災情報専用Twitterアカウント（＠JMA_bousai）による情報発信

東日本台風への注意を呼び掛けるツイート（10/7）

（発信する情報）

・ 台風の接近等による大雨や、地震、火山噴火
の発生等により顕著な災害の発生が想定
される、あるいは既に発生している場合に、
現況や今後の見通し、防災上の留意事項、
緊急記者会見の内容等を中心に情報を発信。

・ 緊急時に発信される情報をより有効に活用
いただくため、平時から防災知識の普及・啓発
のための情報も発信。

（ユーザーの反応等）

・フォロワー数は約13万人。

・東日本台風に関するツイートに対し、約300万
のユーザーが閲覧、8000件超のリツイート、
5000件超の「いいね」。 房総半島台風で被災した地域へ気象情報を

発信するツイート（10/5）

対応1-3 記者会見やホームページ、SNSの活用等、広報のあり方の改善
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気象庁ホームページの多言語化

 訪日外国人等への情報発信の強化として、今年度、内閣府、総務省、観光庁と連携し以下を実施

 気象用語等の「多言語辞書」を6か国語※1から11カ国語※1に拡充し、民間事業者のアプリ等に
よる情報提供を促進（R1.7）多言語辞書を活用し、災害時情報提供ｱﾌﾟﾘ「Safety tips」
(観光庁監修)の11か国語対応(R1.9)

 気象庁ホームページで気象警報などの防災気象情報※2を11カ国語で提供開始（R1.9）

 さらにそれぞれ14か国語※1に拡充するとともに、台風情報も多言語化し提供予定(R2)

 本取組については気象庁本庁から報道発表等を行うとともに、地方気象台のホームページにリンク
追加、消防庁より地方公共団体に周知依頼等の普及を行ったところ。引き続き観光庁や外務省等と
連携して周知に努めることとしている。

※2 気象警報等、危険度分布、雨雲の動き、天気予報、週間天気予報、
高温注意情報、地震情報、津波警報等、噴火警報等

多言語による防災気象情報の例（気象庁ホームページ）

各言語のトップページ
インドネシア語の例

地震情報
タイ語の例

気象警報・注意報
ベトナム語の例

6か国語 日本語、英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語（R1.7～）

11か国語 ＋ インドネシア語、ベトナム語、タガログ語、タイ語、ネパール語（R1.9～）

14か国語 ＋ クメール語、ビルマ語、モンゴル語（R2.3～（予定））

※1 対応言語一覧

令和元年東日本台風への注意を
呼びかける英文ツイートにおいて、
11か国語による防災気象情報
を改めて周知

気象庁防災情報アカウント
からのツイート（10/9）

対応1-3 記者会見やホームページ、SNSの活用等、広報のあり方の改善

14
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地方整備局と気象台による合同説明会

 令和元年東日本台風の接近にあたり、関東地方整備局と東京管区気象台が合同で説明会を

開催、台風の影響による気象や河川の増水について、最新の状況や今後の見通しについて解説。

 他の５地方整備局（東北地方整備局、北陸地方整備局、中部地方整備局及び近畿地方

整備局）においても各管区地方気象台と合同説明会見を開催し、注意喚起を実施。

 会見の様子は民放（全国放送）で放送（10月11日）されるなど、広く周知された。

合同説明会の開催状況

整備局 出席者日時

関東

10月11日14：00 北陸地方整備局、新潟地方気象台

10月12日16：30 関東地方整備局、東京管区気象台

東北

関東地方整備局、東京管区気象台

10月11日11：00 東北地方整備局、仙台管区気象台

東北 10月13日  2:00 東北地方整備局、仙台管区気象台

東北 10月12日21:30 東北地方整備局、仙台管区気象台

近畿 10月11日11：00 近畿地方整備局、大阪管区気象台

10月11日13：30 中部地方整備局、静岡地方気象台

北陸

中部

関東 10月12日21：00

関東 10月11日14：00 関東地方整備局、東京管区気象台

関東地方整備局と東京管区気象台の
合同説明会

対応1-3 記者会見やホームページ、SNSの活用等、広報のあり方の改善
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記者会見等において「自助・共助」を支援する呼びかけを一層推進

 記者会見等において「大事な人にも声をかけて一緒に避難してください」といった「自助・共助」を

支援する呼びかけを一層推進。

自分の命、大切な人の命を守るため、特別警報の発表を待つことなく、

地元市町村からすでに発令されている避難勧告等（警戒レベル４）に

直ちに従い緊急に避難してください。

記者会見時における呼びかけ ～令和元年10月12日実施の記者会見の例～

対応1-3 記者会見やホームページ、SNSの活用等、広報のあり方の改善
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早い段階からの警戒の呼びかけを実施 ～令和元年東日本台風（台風第19号）の例～

 東日本台風は暴風域を伴い、非常に強い勢力を保ったまま、10月中旬の三連休にあたる12～13日頃に

西日本から東日本に接近または上陸するおそれがあった（上陸5日前の段階から予測が安定）。

 様々な組織・機関におけるイベントの中止・延期や計画運休、タイムライン対応などの事前判断に

資するよう、気象庁の持つ危機感を可能な限り早期に社会に発信する必要があると認識し、

早いタイミングでの会見を実施。

 予想される最大風速や雨量など各地で予想される量的な予測値への言及は難しいことから、

後日改めて記者会見を開き、予想される最大風速や雨量などについて説明する旨を明言した上で実施。

■９日(水) 14:00 【記者会見】

• 12日から13日にかけて西日本から東日本に接近または上陸のおそれ。
• 台風の予報にはまだ幅があるが、台風は大型のため、広い範囲で大きな影響を受けるおそれ｡
• 11日までに暴風等に備えを。自分の命、大切な人の命を守るため、早めの対策を。

• 12日夕方から夜にかけて、東海または関東地方に上陸する見込み。西日本から東北地方にかけての
広い範囲で記録的な暴風や大雨となる見込み。状況によっては、大雨特別警報を発表する可能性。

• 伊豆に加えて関東地方でも土砂災害が多発し、河川の氾濫が相次いだ、昭和33年の狩野川
（かのがわ）台風に匹敵する記録的な大雨となるおそれ。

※ このほか、各地の気象台においても警報や気象情報等を発表、記者会見を開催、
ホットラインを実施するなど、警戒の呼びかけを実施。

数日前からの警戒の呼びかけ

■11日(金) 11:00 【記者会見】

■10日(木) 14:00 【報道発表】

• 12日から13日にかけて西日本から東日本に接近し、上陸するおそれ。
• 西日本と東日本、北日本では12日から13日にかけても大雨となり、東日本を中心に総雨量が

多くなる見込み。

9日9時 大型 猛烈な
915hPa 55m/s

9日21時 大型 猛烈な
915hPa 55m/s

12日9時 大型 強い
950hPa 40m/s

11日21時 大型 非常に強い
945hPa 45m/s

11日9時 大型 非常に強い
935hPa 45m/s

10日21時 大型 非常に強い
920hPa 50m/s

10日9時 大型 猛烈な
915hPa 55m/s

12日18時 大型 強い
955hPa 40m/s

12日21時 大型 強い
965hPa 35m/s

13日9時 大型
975hPa 30m/s

10月12日19時前
伊豆半島に上陸

台風経路図 13日12時 温帯低気圧に変わる
980hPa

■９日(水) 
14:00
【記者会見】

台風接近時に外出する予定があった方のうち「台風が来る数日前に台風の情報を聞いて予定を変更した」住民が
約３割※いるなど、防災対応に記者会見が有効に機能した。

※ 「台風第19号等を受けたアンケート調査（Web)」結果より集計（回答数は2100）。

対応1-3 記者会見やホームページ、SNSの活用等、広報のあり方の改善
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対応２-１
土砂災害の「危険度分布」の高解像度化
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高解像度化前（5kmメッシュ）

 土砂災害の「危険度分布」の高解像度化を令和元年6月28日に実施。

 高解像度化により、危険度が上昇するタイミングを従来と変えることなく、真に避難が必要な
地域に絞り込んで避難の必要性を伝えることができるようになり、市町村等が適切に地域を
絞り込んで避難勧告等を行うことを支援。

左：高解像度化前の危険度分布（平成30年7月6日の岡山県内の領域について実際に発表したもの）
右：高解像度化後の危険度分布（同領域について事後に再計算して高解像度化したもの）

土砂災害の「危険度分布」の高解像度化

高解像度化後（1kmメッシュ）

高
危
険
度

低
今後の情報等に留意

極めて危険 【警戒レベル４相当】

非常に危険 【警戒レベル４相当】

警戒 【警戒レベル３相当】

注意 【警戒レベル２相当】

大雨警報（土砂災害）の危険度分布
（土砂災害警戒判定メッシュ情報）

対応2-1 土砂災害の「危険度分布」の高解像度化

「町全体が1格子に収まっていたが分割されて本当に有り難い」「避難情報の発令区域の絞り込みに活用した」
といった意見を市町村からいただいている。
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対応２-２
「危険度分布」やハザードマップ等の一覧性の改善
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気象情報、水害・土砂災害情報等をまとめて確認できるように
対応2-2 関係機関と連携した「危険度分布」やハザードマップ等の一覧性の改善

 情報発信者がそれぞれ提供してきた気象情報、水害・土砂災害情報および災害発生情報等を

一元的に集約することで、まとめて確認できるように改善。
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「危険度分布」とリスク情報を重ね合わせて表示

 リアルタイムの大雨の危険度と併せ、自分が住んでいる場所の危険性も同時に確認できるよう、

令和元年12月24日に「危険度分布」とリスク情報を重ね合わせて表示するように改善。

 住民の自主的な避難の判断や、市町村のより適切な避難情報の発令につながることを期待。

ボタンで切替

ボタンで切替

土砂災害警戒区域等

洪水浸水想定区域（浸水深5.0m以上）

洪水浸水想定区域（浸水深3.0m以上）

洪水浸水想定区域（浸水深0.5m以上）

洪水浸水想定区域（浸水深5.0m以上）

洪水浸水想定区域（浸水深3.0m以上）

洪水浸水想定区域（浸水深0.5m以上）

洪水浸水
想定区域を
重ね合わせ

土砂災害警戒区域
(予定箇所を含む)を

重ね合わせ

将来的には水害リスク
ラインや中小河川の
リスク情報も表示

※ 区域データの時点を示すとともに、
最 新 の 情 報 は 都 道 府 県 に
問合せいただくよう注釈を追記。

※ 土砂災害警戒区域等に指定
されていない箇所でも、土石流
等の発生する可能性がある旨、
留意事項として追記。

対応2-2 関係機関と連携した「危険度分布」やハザードマップ等の一覧性の改善
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⑥ 都道府県管理河川でも「危険度分布」とリスク情報を重ね合わせて表示

 国土交通省管理河川のみでなく、都道府県管理河川についても危険性を同時に確認できるよう、

データが取得できた河川について、令和2年3月下旬に「危険度分布」と重ね合わせて表示するよう改善。

 住民の自主的な避難の判断や、市町村のより適切な避難情報の発令につながることを期待。

これまでの表示 改善後の表示

改善

都道府県管理河川の
危険性も同時に確認
できるよう表示。

■ 洪水浸水想定区域について
洪水浸水想定区域が作成されている河川は、大河川を中心とした一部の河川に限られます。また、一部の都道府県管理河川については、河川施設整備の水準と

する計画規模の降雨に基づく洪水浸水想定区域を表示しています。このため、洪水浸水想定区域作成の対象となっていない河川等からの氾濫や、雨の降り方等に
よっては、ここに掲載した洪水浸水想定区域以外（特に、中小河川の周辺）でも浸水するおそれや、浸水深が深くなるおそれがあることに留意が必要です。

今後も新たな洪水浸水想定区域が公表され次第、追加して重ね合わせ表示します。

ホームページに留意事項を追記

対応2-2 関係機関と連携した「危険度分布」やハザードマップ等の一覧性の改善
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対応２-３
「危険度分布」の希望者向け通知サービスの開始
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「危険度分布」の通知サービスについて

 土砂災害や洪水等からの自主的な避難の判断に役立てていただくために、危険度が高まったときに

メールやスマホアプリでお知らせするプッシュ型の通知サービスを令和元年7月10日より順次開始。

気象庁 事業者

サービス実施に必要な
データを民間事業者に提供

A市では、
警戒レベル4
相当に上昇

公募に応じた事業者の協力を得て、電子メールやアプリ等で危険度の変化を通知

対応2-3 「危険度分布」の希望者向け通知サービスの開始

協力事業者

市町村からは「通知された警戒レベル相当情報と避難勧告等が混同されて紛らわしい」といった意見がある一方で、
「繁忙時にも危険度の高まりに気付くことができ有効」といった意見もいただいている。
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対応２-４
「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知
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「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善に係る周知の取組

 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善について、気象庁ホームページに掲載し、

広く周知する取組を推進。

甚大な被害をもたらした大雨事例に

おける「危険度分布」等と被害の

関係の検証結果

「危険度分布」等の発表基準の改善

について

大雨特別警報を発表した事例等に

おける雨量等の予測と実際の状況等

を速報的にまとめた結果

対応2-4 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知
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「危険度分布」等の精度検証結果を公表

 甚大な被害をもたらした大雨事例における「危険度分布」等と被害の関係の検証結果を公表。

 警報基準を超過したうち災害が発生した割合は、指数基準の導入後、大幅に改善。一方で、

災害が発生しない（空振り）事例も依然として存在している。

※ 指数基準の導入前、平成28年台風第10号の事例では、
雨量基準で警報を発表した市町村のうち水害が発生した
割合は9.1％であったが、指数基準導入後28％に改善。

対応2-4 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知



29

「危険度分布」等の発表基準の改善

 河川管理者や都道府県等の関係機関と気象庁（気象台）が連携して、最新の災害データを

用いて基準値の妥当性を確認し、令和元年5月に基準値の見直しを実施。

 これにより、住民の自主的な避難判断や、市町村の避難勧告等の発令判断がより適時・的確に

できるよう、警報・注意報や危険度分布の精度が改善。

 今後も全国の気象台において、継続的に基準値の見直しを実施する予定。

大雨警報（土砂災害）、大雨注意報、大雨警報（土砂災害）の危険度分布の基準値 7県181市町村

大雨警報（浸水害）、大雨注意報、大雨警報（浸水害）の危険度分布の基準値 28道府県147市町村

洪水警報、洪水注意報、洪水警報の危険度分布の基準値
39道府県205市町村
（349河川）

対応2-4 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知

令和元年5月に基準値を見直した市町村数（全国）

21:50 1:40 3:10 5:20 6:00 8:00

流域雨量指数と河川水位（栃ノ木）の時系列
※ 図の上部のカラーバーは、洪水警報の危険度分布における安芸川の危険度の色を示す。

地元関係機関との連携の
もと、水位データも活用
し た新 たな 設定 方法 に
よ る 洪 水 警 報 基 準 の
見直しを実施。

水位データも活用した洪水
警報の基準値の見直し
~高知県安芸市安芸川の例~
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「危険度分布」等の事例検証

 「危険度分布」等の防災気象情報への信頼感を高めるため、「危険度分布」と実際の災害

事例との検証を確実に実施。

対応2-4 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知

気象庁が以下の大雨事例について、雨量等の予測と実際の状況等を速報的にとりまとめ※

• 令和元年7月3日の鹿児島県における大雨事例
• 令和元年7月20日に長崎県に大雨特別警報を発表した事例
• 令和元年8月28日に佐賀県、福岡県、長崎県に大雨特別警報を発表した事例
• 令和元年10月12～13日に東日本台風により大雨特別警報を発表した事例

※大雨特別警報等を発表した事例を中心に実施。とりまとめ結果は気象庁ホームページに公開して周知。

 各地気象台が今年度実施した検証事例（10月25日時点）

大雨警報（土砂災害）の危険度分布に関する検証 54事例

大雨警報（浸水害）の危険度分布に関する検証 36事例

洪水警報の危険度分布に関する検証 105事例

※気象台単位での、のべ事例数。
※10月25日時点のため、令和元年東日本台風の検証が終わっていない気象台が多い。

検証結果を踏まえ、関係機関と連携して、来出水期前までに「危険度分布」等の
基準を改善。

雨量等の予測が適中したかという速報的なとりまとめに加え、予想した災害が発生したか
という観点の振り返りも引き続き進める。
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対応３
関係機関と連携した

避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進
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避難に対する基本姿勢

「自らの命は自らが守る」意識を持つ
 平時より災害リスクや避難行動等について把握する。

 地域の防災リーダーのもと、避難計画の作成や避難訓練等を行い地域の防災力を高める。

 災害時には自らの判断で適切に避難行動をとる。

住民が適切な避難行動をとれるよう全力で支援する
 平時より、災害リスクのある全ての地域で、あらゆる世代の住民を対象に、継続的に防災教育、

避難訓練などを実施し、「自らの命は自らが守る」意識の徹底や地域の災害リスクと取るべき
避難行動等を周知する。

 災害時には、避難行動が容易にとれるよう、防災情報をわかりやすく提供する。

目
指
す
社
会

住民

行政

住民の行動を支援する防災情報を提供

防災情報 防災情報を５段階の警戒レベルにより提供することなどを通して、
受け手側が情報の意味を直感的に理解できるような取り組みを推進

平成30年12月26日 平成30年７月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ報告書より（抜粋）

対応3 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進
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警戒レベル相当情報 ～防災気象情報と警戒レベル～

 様々な防災情報のうち、避難勧告等の発令基準に活用する情報について、警戒レベル相当情報として、警戒レベルとの
関連を明確化して伝えることにより、住民の主体的な行動を促す。
（例）氾濫危険情報：警戒レベル４相当情報［洪水］

※３ 大雨特別警報は、洪水や土砂災害の発生情報ではないものの、災害が既に発生している蓋然性が極めて高い情報として、警戒レベル５相当情報［洪水］や警戒レベル５相当情報［土砂災害］として運用する。
ただし、市町村長は警戒レベル５の災害発生情報の発令基準としては用いない。

※４ 「極めて危険」については、現行では避難指示（緊急）の発令を判断するための情報であるが、今後、技術的な改善を進めた段階で、警戒レベルへの位置付けを改めて検討する。
注）市町村が発令する避難勧告等は、市町村が総合的に判断して発令するものであることから、市町村の避難勧告等の発令に資する情報が出されたとしても発令されないことがある。
注）大雨警報（土砂災害）の危険度分布（土砂災害警戒判定メッシュ情報）、都道府県が提供する土砂災害危険度をより詳しく示した情報をまとめて「土砂災害に関するメッシュ情報」と呼ぶ。

警戒レベル
住民が

取るべき行動

住民に行動を促す情報
住民が自ら行動をとる際の判断に参考となる情報

（警戒レベル相当情報）

避難情報等

洪水に関する情報

土砂災害に関する情報水位情報が
ある場合

水位情報が
ない場合

警戒レベル５ 既に災害が発生している
状況であり、命を守るため
の最善の行動をとる。

災害発生情報※１

※１可能な範囲で発令
氾濫発生情報 （大雨特別警報

（浸水害））※３

（大雨特別警報

（土砂災害））※３

警戒レベル４ ・指定緊急避難場所等へ
の立退き避難を基本とする
避難行動をとる。

・災害が発生するおそれが
極めて高い状況等となって
おり、緊急に避難する。

・避難勧告

・避難指示（緊急）※２

※２緊急的又は重ねて避難を促す
場合に発令

氾濫危険情報 ・洪水警報の危険度
分布（非常に危険）

・土砂災害警戒情報
・大雨警報（土砂災害）の
危険度分布（非常に危険）

・大雨警報（土砂災害）の

危険度分布（極めて危険）※４

警戒レベル３ 高齢者等は立退き避難す
る。

その他の者は立退き避難
の準備 をし、自発的に避
難する。

避難準備・高齢者等避難開始 氾濫警戒情報 ・洪水警報
・洪水警報の危険度
分布（警戒）

・大雨警報（土砂災害）
・大雨警報（土砂災害）の
危険度分布（警戒）

警戒レベル２ 避難に備え自らの避難行
動を確認する。

洪水注意報
大雨注意報

氾濫注意情報 ・洪水警報の危険度
分布（注意）

・大雨警報（土砂災害）の
危険度分布（注意）

警戒レベル１ 災害への心構えを高める。 早期注意情報（警報級の可能性）

対応3 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進
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令和元年出水期における警戒レベルへの対応
対応3 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進

気象庁作成チラシ 気象庁作成住民向けワークショップ

 円滑に警戒レベルが運用されるよう、平時から関係機関と共同で警戒レベルについての周知を強化。

都道府県と共同で説明会を開催

警戒レベルの運用開始に合わせて、市町村

の理解を促進するため、群馬県と共同で

説明会を開催。過去事例を用いて「警戒

レベル」が付加された場合の説明を実施。

令和元年
6月25日
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 緊急時においても、防災気象情報がどの警戒レベルに相当するかについて、単に警戒レベルの数字

のみを伝えるのではなくその意味も伝わるように解説を実施。

令和元年出水期における警戒レベルへの対応
対応3 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進

警戒レベル５相当であることを明示して
大雨特別警報を発表

警戒レベルを明示して指定河川洪水予報を発表
警戒レベル４相当であることを明示して
土砂災害警戒情報を発表

緊急時の呼びかけ

警戒レベルを明示して危険度分布を提供

極めて危険

非常に危険【警戒レベル４相当】

警戒 【警戒レベル３相当】

注意 【警戒レベル２相当】

今後の情報等に留意

洪水警報の危険度分布

高
危
険
度

低

指定河川洪水予報

氾濫注意情報 【警戒レベル２相当】

氾濫発生情報 【警戒レベル５相当】

氾濫危険情報 【警戒レベル４相当】
氾濫警戒情報 【警戒レベル３相当】

発表なし

危
険
度

低

高

国や都道府県が管理する河川のうち、流域面積が大きく、
洪水により大きな損害を生ずる河川について、洪水のおそれが
あると認められるときに発表。
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「大雨特別警報」は危険度分布と合わせて活用

 大雨特別警報は、市町村においては、避難勧告等の対象区域の範囲が十分であるかどうか等を
再度確認するために用いる。（「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府））

 大雨特別警報が発表されたときには、危険度分布で最大危険度が出現している場所等を確認し、
浸水想定区域や土砂災害警戒区域等からの避難の徹底や、災害が起きないと思われている
ような場所においても危険度が高まる異常事態であることを踏まえた対応が必要。

大雨警報(浸水害)の危険度分布

大雨特別警報の発表対象区域 避難勧告等の対象区域の範囲が十分であるかどうか等を再度確認

浸水害がすでに発生して
いる可能性が高い。

令和元年10月12日15時30分の状況（長野市付近）

特別警報
警報

長野市

洪水警報の危険度分布

長野市

極めて危険

非常に危険【警戒レベル４相当】

警戒 【警戒レベル３相当】

注意 【警戒レベル２相当】

今後の情報等に留意

洪水警報の危険度分布

高
危
険
度

低

指定河川洪水予報

氾濫注意情報【警戒レベル２相当】

氾濫発生情報【警戒レベル５相当】

氾濫危険情報【警戒レベル４相当】

氾濫警戒情報【警戒レベル３相当】

発表なし

危
険
度

低

高

国や都道府県が管理する河川のうち、流域面積が大きく、
洪水により大きな損害を生ずる河川について、洪水のおそれが
あると認められるときに発表。高

危
険
度

低 今後の情報等に留意

極めて危険

非常に危険

警戒

注意

大雨警報（浸水害）の危険度分布

大雨警報(土砂災害)の危険度分布

高
危
険
度

低
今後の情報等に留意

極めて危険【警戒レベル４相当】

非常に危険【警戒レベル４相当】

警戒 【警戒レベル３相当】

注意 【警戒レベル２相当】

大雨警報（土砂災害）の危険度分布
（土砂災害警戒判定メッシュ情報）

長野地域、上田地域、佐久地域、諏訪

地域、上伊那地域に特別警報を発表して

います。土砂災害や低い土地の浸水、

河川の増水に最大級の警戒をしてください。

長野市長野市

「危険度分布」で
危険度の高まっている

領域を確認

対応3 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進
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対応４-１
大雨特別警報の位置づけ・役割の周知徹底と

発表可能性への言及
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大雨特別警報の位置づけ・役割の周知徹底

 大雨特別警報の位置づけや役割を次のように分かりやすく示した上で、平時からの周知・

広報を強化。

対応４-１ 大雨特別警報の位置づけ・役割の周知徹底と発表可能性への言及

● 位置づけ
大雨特別警報は、避難勧告や避難指示（緊急）に相当する気象状況の次元をはるかに超える

ような現象をターゲットに発表するもの。発表時には何らかの災害がすでに発生している蓋然性が
極めて高い。

● 役割
（１）浸水想定区域や土砂災害警戒区域など、災害の危険性が認められている場所からまだ避難

できていない住民には直ちに命を守る行動をとっていただくことを徹底。

（２）災害が起きないと思われているような場所においても災害の危険度が高まることについて
呼びかけ。

（３）速やかに対策を講じないと極めて甚大な被害が生じかねないとの危機感を防災関係者や
住民等と共有することで、被害拡大の防止や広域の防災支援活動の強化につなげる。

警戒レベル
住民が

取るべき行動

住民に行動を促す情報
住民が自ら行動をとる際の判断に参考となる情報

（警戒レベル相当情報）

避難情報等

洪水に関する情報

土砂災害に関する情報水位情報が
ある場合

水位情報が
ない場合

警戒レベル５ 既に災害が発生している
状況であり、命を守るため
の最善の行動をとる。

災害発生情報※１

※１可能な範囲で発令
氾濫発生情報 （大雨特別警報

（浸水害））※２

（大雨特別警報（土砂災
害））※２

※２ 大雨特別警報は、洪水や土砂災害の発生情報ではないものの、災害が既に発生している蓋然性が極めて高い情報として、警戒レベル５相当情報［洪水］や警戒レベル５相当情報［土砂災害］として運用する。
ただし、市町村長は警戒レベル５の災害発生情報の発令基準としては用いない。

平成31年3月29日報告書より
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大雨特別警報の位置づけや役割の平時からの周知・広報を強化
対応４-１ 大雨特別警報の位置づけ・役割の周知徹底と発表可能性への言及

 大雨特別警報の位置づけや役割を、様々な機会を捉え、周知を強化。

内閣府政府広報室作成テレビ番組 「命を守るために 大雨への備え」

大 雨 特 別 警 報 が 発 表 さ れ た

段階では、避難しようにも手遅れ

になってしまうおそれがあります。

https://www.gov-online.go.jp/pr/media/tv/shiritai/movie/20190519.html

内閣府政府広報室作成ラジオ番組 「命を守るための、大雨特別警報」

https://www.tfm.co.jp/japan/index.php?catid=3408&itemid=151614

大雨特別警報が発表される前に避難を開始し、

発表された時には避難を完了しておくことが重要

です。
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緊急時には大雨特別警報発表の可能性について言及
対応４-１ 大雨特別警報の位置づけ・役割の周知徹底と発表可能性への言及

 緊急時には状況に応じて早めに記者会見等で大雨特別警報発表の可能性について言及するなど、

その呼びかけ方についても改善。

 可能性に言及する際には、「特別警報を待つことなく早め早めの避難行動を」と呼びかけるとともに、

市町村が発令する避難勧告等や、危険度分布、土砂災害警戒情報、氾濫危険情報等の特別

警報以外のより早い段階で発表する情報の活用を呼びかけ。

＜大雨・雷・突風＞
（略）
台風は１３日にかけて東日本から東北地方に進み、東日本を中心に総雨量が多くなって、記録的な大雨となる

おそれがあります。関東地方と東海地方では狩野川台風に匹敵する記録的な大雨となるおそれがあります。
大雨の状況によっては、大雨特別警報を発表する可能性があります。

（略）
今後の台風情報や、地元気象台が発表する早期注意情報、警報、注意報、気象情報に留意してください。

■10月11日(金) 11:46 【全般気象情報】

■7月3日(水) 10:00 【記者会見】

状況によっては大雨特別警報を
発表する可能性がある旨に言及。

※ 「台風第19号等を受けたアンケート調査（Web)」結果より集計（回答数は2100）。

「大雨特別警報を発表する可能性がある」という表現で危機感が高まった住民が73％※に上るなど、
大雨特別警報発表の可能性への言及が危機感を伝えるのに効果的に機能した。
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対応４-２
大雨特別警報発表の精度向上
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大雨特別警報発表の精度向上

現行の指標 新しい指標

② 48時間降水量及び土壌雨量指数において、
50年に一度の値以上となった5km格子が、
共に50格子以上まとまって出現。

① 3時間降水量及び土壌雨量指数において、
50年に一度の値以上となった5km格子が、
共に10格子以上まとまって出現。

○ 短時間指標

○ 長時間指標

大雨特別警報の発表指標 ※以下の指標を満たすと予想され、さらに雨が続く場合に発表

【課題】

これまでの運用実績を検証したところ、多大な被害

発生にも関わらず発表に至っていない事例等がみられる

改
善

＜改善ポイント①＞
指標を、50年に一度の降水量等から、危険度

分布で用いている災害発生との関連の深い指数
そのものの値に変更し、その基準値については
地域の災害特性を踏まえ都道府県毎に関係機関と
調整して設定。
⇒ 重大な災害発生の蓋然性が高まった場合に、
より適切に発表できるように。

＜改善ポイント②＞
発表判断に用いている格子間隔を、5km格子

から1km格子に変更。
⇒ 局所的な現象でも、より適切に発表できるように。

※ 当面、短時間指標の見直しから着手し、長時間指標に
ついても同様の技術による改善に向けて検討を進める。

 顕著な大雨に対する観測・予測技術開発の強化を図るとともに、近年の災害事例も踏まえ、災害発生との

結びつきが強い危険度分布等の新たな技術を活用し、大雨特別警報発表の精度向上を図る。また、

これを通じて、現行の大雨特別警報の位置づけや役割のもとで、発表基準や指標の見直しに向けて検討。

 特に、より局所的な現象についてもこれまで以上に適切にとらえることができるよう、危険度分布の技術に基づく

新たな大雨特別警報の指標の導入に向けて、関係機関との調整に着手。

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上

平成31年3月29日
報告書より
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大島町

利島村

新島村

神津島村

大島町

利島村

新島村

神津島村

伊豆諸島北部における大雨特別警報の新たな基準値の運用開始

 令和元年10月11日、伊豆諸島北部において土砂災害についての新たな基準値による大雨特別

警報の運用を先行的に開始。

伊豆諸島北部

島しょ部など狭い地域においても、また、「50年に一度」に満たない雨量で重大な災害が発生する地域においても、

大雨特別警報の発表が可能になる。

5km格子 1km格子高解像度化

○降水量
○土壌雨量指数

危険度を活用

○土砂災害の危険度
○浸水害の危険度
○洪水の危険度

※今般は土砂災害について開始

改善前 改善後

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上
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伊豆諸島北部における大雨特別警報(土砂災害)の新たな基準値の運用開始

 多大な災害が発生した時間帯の指数の値を大雨特別警報の新たな基準値の案とする。

多大な被害をもたらした現象に相当する基準値を設定し、この基準値以上となる１km

格子が概ね10格子以上まとまって出現すると予測され、かつ、土砂災害発生に関係するような

激しい雨※がさらに降り続くと予測される場合に、大雨特別警報を発表。
※ 10分間雨量５ミリ以上（ 1時間30ミリ以上）の雨に相当。

60

分
間
積
算
雨
量

土壌雨量指数

注
意
報
基
準
値

警
報
基
準
値

土
砂
災
害
警
戒
情
報
基
準

特
別
警
報
基
準
値

局所的な災害を引き起こす中小河川等の

流域の広さや、かつ、危険度分布のもと

となる指数の解析精度等も考慮して

概ね10格子とする。

→集中的に発生する急傾斜地崩壊

及び土石流

土砂災害警戒情報

大雨特別警報（土砂災害）

基準値の設定に用いる災害

→多大な被害をもたらす土砂災害

同時多発的または大規模な
土石流、深層崩壊など

※ 特別警報の基準値は、警報・注意報の基準値と
同様、定期的に見直しを検討することとする。

イメージ図

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上
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大雨特別警報(土砂災害)の新たな基準値の検討 ～過去事例の検討～

0
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120

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

6
0
分
間
積
算
雨
量

土壌雨量指数

2013年10月15日05時00分～16日07時00分 東京都大島町（52391209）

大雨特別警報基準値

土砂災害警戒情報基準

大雨警報基準値

大雨注意報基準値

スネークライン

16日01時30分での予測値

16日01:00実況

16日02:00実況

16日03:00実況

16日02:30予想

16日04:00実況

16日03:30予想

最初の斜面崩壊が発生した場所が属する
１km格子（格子番号：52391209）

平成25年台風第26号接近時の東京都大島町のスネークライン
（10月15日05時～16日07時）

+13019:30 警戒レベル３相当

16:30 警戒レベル２相当

22:00 警戒レベル4相当

01:30 新たな特別警報基準値到達を予測

大島町

16日02時03分頃※

最初の斜面崩壊発生
16日02時18分頃※

最初の土石流発生

※ 「伊豆大島土砂災害現地踏査速報」
（京都大学防災研究所）より

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上
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伊豆諸島北部における大雨特別警報(土砂災害)の新たな基準値の運用開始

 2時間先までの予測値を用いて基準値案に到達する格子のシミュレーションを行ったところ、

01時00分時点のデータに基づき、大雨特別警報発表に着手することが想定される。

10月16日 00時30分 01時00分 01時30分 02時00分

：土壌雨量指数の実況値が基準値以上にすでに到達した格子

：土壌雨量指数の2時間先までの予測値が基準値以上に到達する格子

2時間先までの予測値が
基準値案に到達する格子数 0格子 20格子 24格子 45格子

：2時間先までの予測値が大雨特別警報（土砂災害）の基準値以上に到達
：2時間先までの予測値が土砂災害警戒情報の基準以上に到達
：2時間先までの予測値が大雨警報（土砂災害）の基準値以上に到達
：2時間先までの予測値が大雨注意報の基準値以上に到達

01時00分時点で、基準値にまもなく到達し、かつ土砂災害

発生に関係するような激しい雨※がさらに降り続くと予測。
※ 10分間雨量５ミリ以上（ 1時間30ミリ以上）の雨に相当。

02:03 最初の斜面崩壊が発生

平成25年台風第26号
の接近時、伊豆大島で
大規模な土砂災害が

発生した事例

大島町

大島町

利島村

新島村

神津島村

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上


